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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エチレンオキサイド－プロピレンオキサイド－アリルグリシジルエーテル共重合ゴムと
、アクリロニトリルブタジエンゴムとを質量比ＷＥ／ＷＮが式(1)：
　３０／７０≦ＷＥ／ＷＮ≦７０／３０　　　(1)
〔式中ＷＥはエチレンオキサイド－プロピレンオキサイド－アリルグリシジルエーテル共
重合ゴムの質量、ＷＮはアクリロニトリルブタジエンゴムの質量を示す〕
を満足する範囲で含むゴム分と、
　前記ゴム分１００質量部あたり、０．５質量部以上、１．０質量部以下の硫黄系加硫剤
、および１．５質量部以上、２．５質量部以下のパーオキサイド系加硫剤と
を含むゴム組成物からなることを特徴とする非ハロゲン系導電性ローラ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばレーザープリンタ等の画像形成装置において現像ローラ等として用い
ることができる非ハロゲン系導電性ローラに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　レーザープリンタ、静電式複写機、普通紙ファクシミリ装置、あるいはこれらの複合機
等の、電子写真法を利用した画像形成装置は、例えば高速化、高画質化、カラー化、小型
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化といった改良が次々に進むことで広く普及してきた。またこうした改良は現在も絶え間
なく続けられている。
　例えばレーザープリンタにおいては、今後のさらなる普及を目指してより一層の小型化
と、各部の耐久性の向上によるメンテナンスフリー化とを図るために研究開発が続けられ
ている。そしてこの流れに沿って、画像形成装置に組み込んで使用される導電性ローラに
ついても、さらなる小径化と高い耐久性とが求められるようになってきている。
【０００３】
　導電性ローラは、例えばレーザープリンタ内で帯電ローラ、現像ローラ、転写ローラ、
クリーニングローラ等として用いられる。このうち現像ローラは、レーザープリンタ等の
現像部において、量規制ブレードによって高圧で前記現像ローラの表面に接触されること
で帯電されたトナーを感光体ドラムの表面に搬送して、前記表面に形成された静電潜像を
トナー像に現像するために用いられる。
【０００４】
　多くのレーザープリンタにおいて現像ローラは、前記量規制ブレード、感光体ドラム、
およびトナー容器と一体のカートリッジとして前記レーザープリンタの筐体に対して着脱
自在に設けられている。そしてトナー容器内のトナーがなくなった際にはカートリッジご
と前記各部材も新たなものと交換できるようにすることで、レーザープリンタのメンテナ
ンスフリー化が図られている。
【０００５】
　近年のレーザープリンタのさらなる小型化の要求に対応したり、小型でしかもフルカラ
ー化に対応したレーザープリンタ等を開発したりするためには、前記カートリッジを現状
よりもさらに小型化する必要がある。
　そのため現像ローラには、
＊　現状よりも小径化すること、
＊　小径化しても従来と同等程度のニップ厚を維持した状態で感光体ドラムの表面に圧接
させるべく低硬度化して柔軟性を高めること、
＊　低硬度化しても圧縮永久歪みが小さい状態を維持することで、圧接により変形したの
ち前記圧接を解除しても元の形状になかなか復元されないいわゆる「セット」（ヘタリと
も言う）を生じにくくして、前記セットにより形成画像に画像ムラが生じるのを防止でき
ること、つまり低セット性を有すること、
等が求められている。
【０００６】
　具体的には、日本工業規格ＪＩＳ　Ｋ６２５３：２００６「加硫ゴム及び熱可塑性ゴム
－硬さの求め方」において規定されたデュロメータ　タイプＡ硬さで表してＡ６０／Ｓ以
下という低硬度で、しかもＪＩＳ　Ｋ６２６２：２００６「加硫ゴム及び熱可塑性ゴム－
常温，高温及び低温における圧縮永久歪みの求め方」において規定された圧縮永久歪みが
８％以下という低セット性を有することが求められている。
【０００７】
　なお本発明では前記デュロメータ　タイプＡ硬さを、温度２３±１℃、相対湿度５５±
１％の環境下で測定した値でもって表すこととする。また圧縮永久歪みを、温度７０±１
℃、測定時間２２時間、圧縮率２５％の条件で圧縮した後に測定した値でもって表すこと
とする。
　前記セットは、例えば保管していたカートリッジをレーザープリンタに装着して画像形
成を開始した際や、現像ローラを感光体ドラムの表面に圧接させた状態でレーザープリン
タを停止させた状態から画像形成を開始もしくは再開した際等に、前記現像ローラの外周
面のうち前記保管や停止の間中、感光体ドラムの表面に圧接され続けていた箇所に直線状
に発生する。
【０００８】
　そして画像形成を開始したり再開したりしても直ちにセットが解消されない場合、形成
画像のうち現像ローラのセットが発生した箇所に対応する位置の濃度が低下して前記形成
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画像に縞状の濃度ムラ、すなわち画像ムラが生じる。また圧縮永久歪みが大きすぎる場合
だけでなく現像ローラが硬すぎる場合にも、特に画像形成を開始もしくは再開した初期の
時点で直ちにセットが解消されずに形成画像に画像ムラが生じる場合がある。
【０００９】
　また導電性ローラとして、従来は、非導電性のゴム中に導電性カーボン等の電子導電性
の充填剤を添加して導電性を付与したゴム組成物を調製し、前記ゴム組成物を成形したの
ちゴムを加硫させて製造されたものが用いられてきた。
　しかし電子導電性の充填剤を用いた導電性ローラは、
＊　前記充填剤の添加量の僅かな変化によって電気抵抗値が急激に変動する領域があり、
電気抵抗値の制御が難しい、
＊　ゴム組成物中に充填剤を均一に分散させるのが難しく、導電性ローラの周方向や幅方
向で電気抵抗値がばらつきやすい、
＊　特に充填剤として導電性カーボンを用いた場合に、電気抵抗値が印加電圧に依存して
変動しやすい、
＊　前記導電性カーボン等の添加量が増加するほど、ゴム組成物の調製や成形の加工がし
にくくなる、
といった問題があった。
【００１０】
　そこで近年では、ゴムそれ自体として、例えばウレタンゴム（Ｕ）、アクリロニトリル
ブタジエンゴム（ＮＢＲ）、エピクロルヒドリンゴム（ＣＯ、ＥＣＯ）等のイオン導電性
を有するゴムを用いて導電性を付与したゴム組成物を調製し、前記ゴム組成物を成形した
のちゴムを加硫させて製造され、前記のような様々な問題を生じないイオン導電性の導電
性ローラが主に用いられるようになってきている（特許文献１、２等参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００５－２２５９６９号公報
【特許文献２】特開２００２－２１２４１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　例えば特許文献１では、イオン導電性のゴムとして主にエピクロルヒドリンゴムを用い
たゴム組成物によって導電性ローラを形成している。またエピクロルヒドリンゴムに、ト
ナーの帯電性能を向上させること等を目的としてアクリロニトリルブタジエンゴム等の他
のゴムをブレンドする場合もある。
　ところが発明者の検討によると、前記エピクロルヒドリンゴムとアクリロニトリルゴム
とを、例えば前記特許文献１の実施例５のように質量比８０／２０で併用した場合には、
先に説明した低硬度でかつ低セット性に優れた導電性ローラは得られない。
【００１３】
　また前記導電性ローラは、エピクロルヒドリンゴムの加硫時に発生する塩素系ガス等の
残留、および前記塩素系ガス等による感光体ドラムやトナー等の汚染を生じやすいという
問題もある。
　近時、形成画像の更なる高画質化等を目指して、あるいは環境への配慮等のために、感
光体ドラムの汚染試験の条件が以前より厳しくなる傾向にあり、かかる厳しい汚染試験を
クリアするべく、その形成材料がいずれも塩素等のハロゲンを含まない非ハロゲン系導電
性ローラに対するニーズが高まってきている。
【００１４】
　しかし塩素を含むエピクロルヒドリンゴムを用いた特許文献１の導電性ローラでは、こ
の要求を満足できないのである。
　一方、特許文献２ではエチレンオキサイド－プロピレンオキサイド－アリルグリシジル
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エーテル共重合ゴム（以下「ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴム」と略記することがある）と
アクリロニトリルブタジエンゴム（以下、前記のように「ＮＢＲ」と略記することがある
）とを質量比５／９５～７０／３０の範囲で併用したゴム組成物によって導電性ローラを
形成している。
【００１５】
　このうちＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムは、導電性ローラに先に説明したイオン導電性
を付与するために機能する。またＮＢＲは、前記導電性ローラの硬度を下げて柔軟性を高
めるとともに伸び率を向上させ、また圧縮永久歪みを低減させるために機能する。
　また前記ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴム、およびＮＢＲは、いずれも塩素等のハロゲン
を含んでいないため、前記ゴム分を加硫させる加硫剤等としても塩素等のハロゲンを含ま
ないものを組み合わせて用いることにより、近年の厳しい汚染試験をも十分にクリアしう
る導電性ローラを構成することが可能である。
【００１６】
　しかし発明者の検討によると特許文献２の構成では、やはり先に説明した硬度と圧縮永
久歪みの範囲を満足する低硬度でかつ低セット性に優れた導電性ローラを得ることはでき
ない。
　本発明の目的は、形成材料がいずれも塩素等のハロゲンを含まない非ハロゲン系導電性
ローラであって、しかも小径化した際に所定のニップ厚を維持するべく低硬度化して柔軟
性を付与した状態での圧縮永久歪みが小さく低セット性にも優れた、新規な非ハロゲン系
導電性ローラを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　前記課題を解決するため、発明者は、前記特許文献２に記載された導電性ローラについ
て、低硬度化して柔軟性を付与した状態での圧縮永久歪みをできるだけ小さくして良好な
低セット性を付与するべく、その組成についてさらに検討をした。
　その結果、特許文献２では加硫剤として硫黄のみを用い、前記硫黄を任意の加硫促進剤
等と組み合わせてゴム分を加硫させているが、かかる構成では低硬度化した際に圧縮永久
歪みまで大きくなってセットとそれに伴う画像ムラとを生じやすいことが明らかとなった
。
【００１８】
　そこで発明者はさらに検討した結果、加硫剤として、いずれも塩素等のハロゲンを含ま
ない、硫黄等の硫黄系加硫剤とパーオキサイド系加硫剤とを併用するとともに、前記両加
硫剤、並びにゴム分の含有割合を調整することにより、低硬度で柔軟で、しかも圧縮永久
歪みが小さいためセットとそれに伴う画像ムラとを生じにくい非ハロゲン系導電性ローラ
を提供できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１９】
　すなわち本発明は、エチレンオキサイド－プロピレンオキサイド－アリルグリシジルエ
ーテル共重合ゴム（ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴム）とアクリロニトリルブタジエンゴム
（ＮＢＲ）とを質量比ＷＥ／ＷＮが式(1)：
　３０／７０≦ＷＥ／ＷＮ≦７０／３０　　　(1)
〔式中ＷＥはＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムの質量、ＷＮはＮＢＲの質量を示す〕
を満足する範囲で含むゴム分と、
　前記ゴム分１００質量部あたり、０．５質量部以上、１．０質量部以下の硫黄系加硫剤
、および１．５質量部以上、２．５質量部以下のパーオキサイド系加硫剤と
を含むゴム組成物からなることを特徴とする非ハロゲン系導電性ローラである。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、形成材料がいずれも塩素等のハロゲンを含まない非ハロゲン系導電性
ローラであって、しかも小径化した際に所定のニップ厚を維持するべく低硬度化して柔軟
性を付与した状態での圧縮永久歪みが小さく低セット性にも優れた、新規な非ハロゲン系
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導電性ローラを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の非ハロゲン系導電性ローラの、実施の形態の一例を示す斜視図である。
【図２】導電性ローラの電気抵抗値を測定する方法を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　〈ゴム組成物〉
　本発明の非ハロゲン系導電性ローラは、先に説明したようにＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合
ゴムとＮＢＲとを質量比ＷＥ／ＷＮが式(1)：
　３０／７０≦ＷＥ／ＷＮ≦７０／３０　　　(1)
〔式中ＷＥはＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムの質量、ＷＮはＮＢＲの質量を示す〕
を満足する範囲で含むゴム分と、
　前記ゴム分１００質量部あたり、０．５質量部以上、１．０質量部以下の硫黄系加硫剤
、および１．５質量部以上、２．５質量部以下のパーオキサイド系加硫剤と
を含むゴム組成物からなることを特徴とするものである。
【００２３】
　前記のうちＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムとしてはエチレンオキサイド（ＥＯ）、プロ
ピレンオキサイド（ＰＯ）、およびアリルグリシジルエーテル（ＡＧＥ）の三元共重合ゴ
ムがいずれも使用可能である。
　特に前記ＥＯ、ＰＯ、およびＡＧＥの共重合比率がＥＯ：５０モル％以上、９５モル％
以下、ＰＯ：１モル％以上、４９モル％以下、ＡＧＥ：１モル％以上、１０モル％以下で
、かつ数平均分子量Ｍｎが１００００以上であるＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムが好まし
い。
【００２４】
　前記ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムとしては、例えば日本ゼオン(株)製のゼオスパン（
登録商標）８０１０、８０３０等が挙げられる。
　またＮＢＲとしては、アクリロニトリル含量が２４％以下である低ニトリルＮＢＲ、２
５％以上、３０％以下である中ニトリルＮＢＲ、３１％以上、３５％以下である中高ニト
リルＮＢＲ、３６％以上、４２％以下である高ニトリルＮＢＲ、および４３％以上である
極高ニトリルＮＢＲのいずれを用いてもよい。特に比重の小さい低ニトリルＮＢＲを用い
ると、非ハロゲン系導電性ローラの軽量化を図ることができる。
【００２５】
　前記ＮＢＲとしては、例えば低ニトリルＮＢＲである日本ゼオン(株)製のニポール（登
録商標）ＤＮ４０１（アクリロニトリル含量：１８．０％）、ＤＮ４０１Ｌ（アクリロニ
トリル含量：１８．０％）、ＤＮ４０１ＬＬ（アクリロニトリル含量：１８．０％）、Ｊ
ＳＲ(株)製のＪＳＲ（登録商標）Ｎ２５０Ｓ（アクリロニトリル含量：２０．０％）、Ｎ
２５０ＳＬ（アクリロニトリル含量：２０．０％）、中高ニトリルＮＢＲである日本ゼオ
ン(株)製のニポールＤＮ２２３（アクリロニトリル含量：３１．５％、含オイル）等が挙
げられる。
【００２６】
　前記ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムとＮＢＲの質量比ＷＥ／ＷＮが３０／７０以上、７
０／３０以下の範囲に限定されるのは、下記の理由による。
　すなわち、前記範囲よりＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムが少ない場合には、非ハロゲン
系導電性ローラに良好な導電性を付与することができない。例えば、温度２３±１℃、相
対湿度５５±１％の条件下、後述する測定方法によって測定される、印加電圧１００Ｖに
おける電気抵抗値が１０７Ωを超えてしまって、特にレーザープリンタの現像ローラ等と
して良好に使用できない場合を生じる。
【００２７】
　また前記範囲よりＮＢＲが少ない場合には、前記ＮＢＲによる、先に説明した非ハロゲ
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ン系導電性ローラの硬度を低下させて柔軟性を高める効果が十分に得られないため、特に
小径化した際に所定のニップ厚を維持できない問題を生じる。
　なお前記両ゴムの良好な特性の両立により、良好なイオン導電性を有するとともに柔軟
で、小径化した際に所定のニップ厚を維持できる非ハロゲン系導電性ローラを提供するこ
とを考慮すると、前記両ゴムの質量比ＷＥ／ＷＮは、前記範囲内でも４０／６０以上であ
るのが好ましく、６０／４０以下であるのが好ましい。
【００２８】
　硫黄系加硫剤としては硫黄が挙げられる他、分子中に硫黄を含み、かつハロゲンを含ま
ない有機含硫黄化合物、例えばテトラメチルチウラムジスルフィド、４，４′－ジチオジ
モルホリン等も使用可能である。
　前記硫黄系加硫剤の含有割合がゴム分の総量１００質量部あたり０．５質量部以上、１
．０質量部以下に限定されるのは、下記の理由による。
【００２９】
　すなわち含有割合が前記範囲未満では、前記硫黄系加硫剤とパーオキサイド系加硫剤の
２種の加硫剤を併用することによる、先に説明した、低硬度化して柔軟性を付与した状態
での圧縮永久歪みを小さくする効果が得られず、圧縮永久歪みが大きくなって、非ハロゲ
ン系導電性ローラの耐セット性が低下するという問題を生じる。
　また前記範囲を超える場合にはゴム分の架橋度が高くなりすぎて、非ハロゲン系導電性
ローラの硬度を低下させて柔軟性を高める効果が十分に得られないため、特に小径化した
際に所定のニップ厚を維持できない問題を生じる。
【００３０】
　なお硫黄系加硫剤の含有割合は、これらの問題が生じるのをより一層有効に防止して良
好な特性を有する非ハロゲン系導電性ローラを提供することを考慮すると、前記範囲内で
も特に０．６質量部以上であるのが好ましく、０．８質量部以下であるのが好ましい。
　パーオキサイド系加硫剤としては、分子中にパーオキサイド基を含み、かつハロゲンを
含まない上、前記２種のゴムの加硫剤として機能しうる種々の化合物が使用可能である。
前記パーオキサイド系加硫剤としては、例えばケトンパーオキサイド類、ジアシルパーオ
キサイド類、ハイドロパーオキサイド類、ジアルキルパーオキサイド類等の１種または２
種以上が挙げられる。
【００３１】
　このうちアルキルパーオキサイド類としては、例えばジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、
ｔ－ブチル－α－クミルパーオキサイド、ジ－α－クミルパーオキサイド、１，３－ビス
〔（ｔ－ブチルパーオキシ）イソプロピル〕ベンゼン、１，４－ビス〔（ｔ－ブチルパー
オキシ）イソプロピル〕ベンゼン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘキサ
ン、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、２，５－ジメ
チル－２，５－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３－ヘキシン等が挙げられ、特にジ－α
－クミルパーオキサイドが好ましい。
【００３２】
　前記パーオキサイド系加硫剤の含有割合がゴム分の総量１００質量部あたり１．５質量
部以上、２．５質量部以下に限定されるのは、下記の理由による。
　すなわち含有割合が前記範囲未満では、前記硫黄系加硫剤とパーオキサイド系加硫剤の
２種の加硫剤を併用することによる、先に説明した、低硬度化して柔軟性を付与した状態
での圧縮永久歪みを小さくする効果が得られず、圧縮永久歪みが大きくなって、非ハロゲ
ン系導電性ローラの耐セット性が低下するという問題を生じる。
【００３３】
　また前記範囲を超える場合にはゴム分の架橋度が高くなりすぎて、非ハロゲン系導電性
ローラの硬度を低下させて柔軟性を高める効果が十分に得られないため、特に小径化した
際に所定のニップ厚を維持できない問題を生じる。
　なおパーオキサイド系加硫剤の含有割合は、これらの問題が生じるのをより一層有効に
防止して良好な特性を有する非ハロゲン系導電性ローラを提供することを考慮すると、前
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記範囲内でも特に１．８質量部以上であるのが好ましく、２．２質量部以下であるのが好
ましい。
【００３４】
　本発明の非ハロゲン系導電性ローラのもとになるゴム組成物には、前記各成分に加えて
、加硫促進剤を含有させても良い。
　加硫促進剤は、主として硫黄系加硫剤の加硫を促進するためのもので、前記促進効果を
有する種々の化合物のうち、分子中にハロゲンを含まないものがいずれも使用可能であり
、中でも特にチアゾール系加硫促進剤、およびチウラム系加硫促進剤を併用するのが好ま
しい。
【００３５】
　このうちチアゾール系加硫促進剤としては、例えばビス（４－メチルベンゾチアゾリル
－２）－ジスルフィド、ビス（４－エチルベンゾチアゾリル－２）－ジスルフィド、ビス
（５－メチルベンゾチアゾリル－２）－ジスルフィド、ビス（５－エチルベンゾチアゾリ
ル－２）－ジスルフィド、ビス（６－メチルベンゾチアゾリル－２）－ジスルフィド、ビ
ス（６－エチルベンゾチアゾリル－２）－ジスルフィド、ビス（４，５－ジメチルベンゾ
チアゾリル－２）－ジスルフィド、ビス（４，５－ジエチルベンゾチアゾリル－２）－ジ
スルフィド、ビス（４－フェニルベンゾチアゾリル－２）－ジスルフィド、ビス（５－フ
ェニルベンゾチアゾリル－２）－ジスルフィド、ビス（６－フェニルベンゾチアゾリル－
２）－ジスルフィド、２－メルカプト－４－メチルベンゾチアゾール、２－メルカプト－
４－エチルベンゾチアゾール、２－メルカプト－５－メチルベンゾチアゾール、２－メル
カプト－５－エチルベンゾチアゾール、２－メルカプト－６－メチルベンゾチアゾール、
２－メルカプト－６－エチルベンゾチアゾール、２－メルカプト－４，５－ジメチルベン
ゾチアゾール、２－メルカプト－４，５－ジエチルベンゾチアゾール、２－メルカプト－
４－フェニルベンゾチアゾール、２－メルカプト－５－フェニルベンゾチアゾール、およ
び２－メルカプト－６－フェニルベンゾチアゾール等の１種または２種以上が挙げられる
。
【００３６】
　またチウラム系加硫促進剤としては、例えばテトラメチルチウラムジスルフィド、テト
ラエチルチウラムジスルフィド、テトラブチルチウラムジスルフィド、テトラキス（２-
エチルヘキシル）チウラムジスルフィド、テトラメチルチウラムモノスルフィド、および
ジペンタメチレンチウラムテトラスルフィド等の１種または２種以上が挙げられる。
　前記チアゾール系加硫促進剤とチウラム系加硫促進剤とを併用する場合、前記両加硫促
進剤による、硫黄系加硫剤の加硫を促進する効果をより一層有効に機能させることを考慮
すると、チアゾール系加硫促進剤の、ゴム分１００質量部あたりの含有割合は０．５質量
部以上、特に０．６質量部以上であるのが好ましく、１．０質量部以下、特に０．８質量
部以下であるのが好ましい。特に硫黄系加硫剤と同量のチアゾール系加硫促進剤を含有さ
せるのがさらに好ましい。
【００３７】
　またチウラム系加硫促進剤の、ゴム分１００質量部あたりの含有割合は０．１７質量部
以上、特に０．２質量部以上であるのが好ましく、０．３３質量部以下、特に０．３０質
量部以下であるのが好ましい。特に硫黄系加硫剤の１／３量のチウラム系加硫促進剤を含
有させるのがさらに好ましい。
　本発明の非ハロゲン系導電性ローラのもとになるゴム組成物には、前記各成分に加えて
、さらに必要に応じて、例えば加硫促進助剤、可塑剤、加工助剤、充填剤、誘電正接調整
剤、老化防止剤、酸化防止剤、スコーチ防止剤、紫外線吸収剤、滑剤、顔料、難燃剤、中
和剤、気泡防止剤等の添加剤のうち、分子中にハロゲンを含まないものを適宜の割合で含
有させてもよい。
【００３８】
　〈非ハロゲン系導電性ローラ〉
　図１は、本発明の非ハロゲン系導電性ローラの、実施の形態の一例を示す斜視図である
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。
　図１を参照して、この例の非ハロゲン系導電性ローラ１は、前記ゴム組成物からなる円
筒状のローラ本体２と、前記ローラ本体２の中心の通孔３に挿通されたシャフト４とを含
んでいる。
【００３９】
　シャフト４は、例えばアルミニウムまたはその合金、ステンレス鋼等の金属によって一
体に形成される。ローラ本体２とシャフト４とは、例えば通孔３の内径よりも外径の大き
いシャフト４を前記通孔３に圧入して、両者を、ローラ本体２の弾性力によって互いに密
着させて電気的に接合するとともに機械的に固定したり、あるいは導電性を有する接着剤
等を介して電気的に接合するとともに機械的に固定したりした状態で一体に回転される。
【００４０】
　ローラ本体２の径方向の厚みは特に限定されないが、例えば先に説明したレーザープリ
ンタ等の現像ローラとして使用する場合には、前記現像ローラの小型化、軽量化を図りな
がら適度なニップ厚を確保するために、前記径方向の厚みが０．５ｍｍ以上、中でも１ｍ
ｍ以上、特に４ｍｍ以上であるのが好ましく、２０ｍｍ以下、特に１５ｍｍ以下であるの
が好ましい。
【００４１】
　ローラ本体２は、前記ゴム組成物を用いて従来同様に形成される。
　例えばゴム組成物を、押出成形機を用いて混練しながら加熱して溶融させた状態で、前
記ローラ本体２の断面形状、すなわち円環状に対応するダイを通して長尺の円筒状に押出
成形し、冷却して固化させたのち所定の長さにカットし、通孔３に加硫用の仮のシャフト
を挿通して加硫缶内で加熱して加硫させる。
【００４２】
　次いで外周面に導電性の接着剤を塗布したシャフト４に装着しなおして、前記接着剤が
熱硬化性接着剤である場合は加熱により前記熱硬化性接着剤を硬化させてローラ本体２と
シャフト４とを電気的に接合する共に機械的に固定する。そして必要に応じてさらにその
外周面を所定の表面粗さになるように研磨する。これにより図１に示す非ハロゲン系導電
性ローラ１が製造される。
【００４３】
　なおローラ本体２は、外周面側の外層と軸４側の内層の２層構造に形成してもよい。そ
の場合、少なくとも外層を前記ゴム組成物によって形成すればよい。
　また、前記ハロゲン系導電性ローラ１を現像ローラとして使用する場合は、ローラ本体
２の軸方向の両端に、トナー漏れを防止するためのシール部を設けてもよい。前記シール
部は、例えばフッ素樹脂等の不織布やシートにより、外径がローラ本体２の外径より大き
い円板状等に形成される。
【００４４】
　またローラ本体２の表面に酸化膜を形成すると、前記酸化膜が誘電層として機能して非
ハロゲン系導電性ローラ１の誘電正接を低減できる。また現像ローラの場合は酸化膜が低
摩擦層となることでトナー離れがよくなり、画像形成が容易に行われ、その結果より良好
な画像が得られる。
　酸化膜としては多数のＣ＝Ｏ基またはＣ－Ｏ基等を有する酸化膜が好ましい。酸化膜は
、ローラ本体２の表面に紫外線照射あるいは／およびオゾン照射等の処理を施すことによ
り前記ローラ本体２の表層部分を酸化して形成される。中でも紫外線照射により酸化膜を
形成するのが、処理時間が早くコストも低いことから好ましい。
【００４５】
　以上のようにして製造される本発明の非ハロゲン系導電性ローラ１は、先に説明したよ
うにローラ本体２のデュロメータ　タイプＡ硬さがＡ６０／Ｓ以下であることが好ましい
。ローラ本体２のデュロメータ　タイプＡ硬さを前記範囲内とすることにより、前記ロー
ラ本体２に適度な柔軟性を付与して小径化した際に所定のニップ厚を維持できる。
　またローラ本体２が硬くなりすぎるのを防止して、例えば感光体ドラムの表面に圧接さ
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せた状態でレーザープリンタを停止させた状態から画像形成を開始もしくは再開した際に
、ローラ本体２にセットが生じて、形成画像に画像ムラが発生するのを防止することもで
きる。
【００４６】
　なお、これらの効果をより一層向上することを考慮すると、ローラ本体２のデュロメー
タ　タイプＡ硬さは、前記範囲内でもＡ５０／Ｓ以上であるのが好ましく、Ａ５８／Ｓ以
下であるのが好ましい。デュロメータ　タイプＡ硬さの測定条件は、先に説明したように
温度２３±１℃、相対湿度５５±１％である。
　またローラ本体２の圧縮永久歪みは８％以下であることが好ましい。圧縮永久歪みを前
記範囲内とすることにより、前記柔軟なローラ本体２を感光体ドラムの表面に圧接させた
状態でレーザープリンタを停止させた状態から画像形成を開始もしくは再開した際にセッ
トが生じて、形成画像に画像ムラが発生するのを防止することができる。
【００４７】
　なお、かかる効果をより一層向上することを考慮すると、ローラ本体２の圧縮永久歪み
は、前記範囲内でも７．８％以下であるのが好ましい。圧縮永久歪みの下限は特に限定さ
れない。全く圧縮永久歪みを生じない、すなわち圧縮永久歪みが０％であるのが理想的で
あるが、前記範囲内であれば十分に効果的である。圧縮永久歪みを測定する際の圧縮条件
は、先に説明したように温度７０±１℃、測定時間２２時間、圧縮率２５％である。
【００４８】
　またローラ本体２は、温度２３±１℃、相対湿度５５±１％の条件下で測定される、印
加電圧１００Ｖにおける電気抵抗値が１０３Ω以上、１０７Ω以下であるのが好ましい。
電気抵抗値を１０３Ω以上とすることにより、ローラ本体２を流れる電流を制御して画像
不良の発生を抑制し、感光体ドラムへの放電を防ぐことができる。
　一方、電気抵抗値を１０７Ω以下とすることにより、例えば現像ローラとして使用した
際にトナー供給等の効率を維持し、かつトナーが感光体ドラムの表面に移行する際に現像
ローラの電圧降下が起って、それ以後現像ローラから感光体ドラムへ確実にトナーを搬送
できず画像不良が生じるのを防ぐことができる。
【００４９】
　なお、これらの効果をより一層向上することを考慮すると、現像ローラの場合、前記条
件での電気抵抗値は、前記範囲内でも１０５Ω以上であるのがさらに好ましい。
　なお前記電気抵抗値は、表面に酸化膜を形成する場合は、前記酸化膜を形成する前のロ
ーラ本体２自体の電気抵抗値である。
　図２は、導電性ローラの電気抵抗値を測定する方法を説明する図である。
【００５０】
　図１、図２を参照して、本発明では前記電気抵抗値を、下記の方法で測定した値でもっ
て表すこととする。
　すなわち一定の回転速度で回転させることができるアルミニウムドラム６を用意し、前
記アルミニウムドラム６の外周面７に、その上方から、電気抵抗値を測定する導電性ロー
ラ１のローラ本体２の外周面５を当接させる。
【００５１】
　また前記導電性ローラ１のシャフト４と、アルミニウムドラム６との間に直流電源８、
および抵抗９を直列に接続して計測回路１０を構成する。直流電源８は、(－)側をシャフ
ト４、（＋）側を抵抗９と接続する。抵抗９の抵抗値ｒは１００Ωとする。
　次いでシャフト４の両端部にそれぞれ５００ｇの荷重Ｆをかけてローラ本体２をアルミ
ニウムドラム６に圧接させた状態で、導電性ローラ１とアルミニウムドラム６とをそれぞ
れ反対方向に回転（アルミニウムドラム６の回転数：３０ｒｐｍ）させながら、前記両者
間に、直流電源８から直流１００Ｖの印加電圧Ｅを印加した際に、抵抗９にかかる検出電
圧Ｖを計測する。
【００５２】
　前記検出電圧Ｖと印加電圧Ｅ（＝１００Ｖ）とから、導電性ローラ１の電気抵抗値Ｒは
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、基本的に式(1′)：
　Ｒ＝ｒ×Ｅ／（Ｖ－ｒ）　　　(1′)
によって求められる。ただし式(1′)中の分母中の－ｒの項は微小とみなすことができる
ため、本発明では式(1)：
　Ｒ＝ｒ×Ｅ／Ｖ　　　(1)
によって求めた値でもって導電性ローラ１の電気抵抗値とすることとする。測定の条件は
、先に説明したように温度２３±１℃、相対湿度５５±１％である。
【００５３】
　ローラ本体２のデュロメータ　タイプＡ硬さ、圧縮永久歪み、および電気抵抗値を前記
範囲内に調整するには、先に説明したように前記ローラ本体２のもとになるゴム組成物に
おける、ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムとＮＢＲとの質量比ＷＥ／ＷＮ、前記両ゴムを含
むゴム分の総量１００質量部あたりの２種の加硫剤の含有割合、前記各成分の種類や組み
合わせ等を、先に説明した範囲内で適宜調整すればよい。
【００５４】
　またローラ本体２は、非ハロゲン系導電性ローラ１を現像ローラとして使用する場合、
電圧５Ｖ、周波数１００Ｈｚの交流電圧を印加した際の誘電正接が０．１～１．８である
のが好ましい。
　誘電正接を１．８以下とすることにより、非ハロゲン系導電性ローラ１のコンデンサ的
特性を高めて、摩擦帯電で生じたトナー上の電荷をロールから逃すことなく維持できる。
すなわちトナーに帯電性を付加でき、付加した帯電性を維持することができる。
【００５５】
　一方、誘電正接を０．１以上とすることにより、帯電量が上がりすぎて印刷濃度が低下
しすぎるのを防いだり、誘電正接調整剤の添加量が多くなってローラ本体２が硬くなるの
を避けたりすることができる。
　なお、これらの効果をより一層向上することを考慮すると、誘電正接は、前記範囲内で
も０．３以上、特に０．５以上であるのが好ましく、１．０以下、特に０．８以下である
のが好ましい。
【００５６】
　誘電正接を前記範囲内に調整するには、誘電正接調整剤の添加量や、ローラ本体２の表
面に形成する酸化膜の厚み等を調整すればよい。
　本発明の非ハロゲン系導電性ローラ１は、前記現像ローラの他、例えば帯電ローラ、転
写ローラ、クリーニングローラ等としてレーザープリンタ、静電式複写機、普通紙ファク
シミリ装置、これらの複合機等の電子写真装置等に用いることができる。
【実施例】
【００５７】
　以下の実施例、比較例における導電性ローラの作製、および試験を、特記した以外は温
度２３±１℃、相対湿度５５±１％の環境下で実施した。
　〈実施例１〉
　ゴム分としてのＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴム〔日本ゼオン(株)製のゼオスパン（登録
商標）８０３０〕５０質量部、およびＮＢＲ〔日本ゼオン(株)製のニポール（登録商標）
ＤＮ４０１ＬＬ〕５０質量部（質量比ＷＥ／ＷＮ＝５０／５０）と、前記ゴム分の総量１
００質量部あたり０．７５質量部の硫黄、１．５０質量部のパーオキサイド系加硫剤〔ジ
－α－クミルパーオキサイド、日油(株)製のパークミル（登録商標）Ｄ〕、０．７５質量
部のチアゾール系加硫促進剤〔ジ－２－ベンゾチアゾリルジスルフィド、大内新興化学工
業(株)製のノクセラー（登録商標）ＤＭ〕、および０．２５質量部のチウラム系加硫促進
剤〔テトラメチルチウラムモノスルフィド、大内新興化学工業(株)製のノクセラーＴＳ〕
とを配合し、バンバリミキサで混練してゴム組成物を調製した。
【００５８】
　前記ゴム組成物を押出機に供給して外径φ２２ｍｍ、内径φ９～９．５ｍｍの筒状に押
出成形した後、外径φ８ｍｍの加硫用シャフトに装着して１６０℃×１時間加硫させた。
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次いで、外周面に導電性の熱硬化性接着剤を塗布した外径φ１０ｍｍのシャフトに装着し
なおしてオーブン中で１６０℃に加熱して接着したのち両端をカットし、円筒研磨機を用
いて外周面をトラバース研磨し、次いで鏡面研磨して十点平均粗さＲｚＪＩＳ９４が３～
５μｍになるように仕上げて、外径φ２０ｍｍ（公差０．０５）のローラ本体を有する導
電性ローラを作製した。
【００５９】
　〈実施例２〉
　ゴム分の総量１００質量部あたりのパーオキサイド系加硫剤の量を２．５０質量部とし
たこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成物を調製し、導電性ローラを作製した。
　〈実施例３〉
　ゴム分の総量１００質量部あたりの硫黄の量を０．５０質量部、パーオキサイド系加硫
剤の量を２．００質量部とし、かつチアゾール系加硫促進剤の量を０．５０質量部、チウ
ラム系加硫促進剤の量を０．１７質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成
物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６０】
　〈実施例４〉
　ゴム分の総量１００質量部あたりの硫黄の量を１．００質量部、パーオキサイド系加硫
剤の量を２．００質量部とし、かつチアゾール系加硫促進剤の量を１．００質量部、チウ
ラム系加硫促進剤の量を０．３３質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成
物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６１】
　〈実施例５〉
　ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムの量を３０質量部、ＮＢＲの量を７０質量部（質量比Ｗ

Ｅ／ＷＮ＝３０／７０）とし、かつパーオキサイド系加硫剤の量を２．００質量部とした
こと以外は実施例１と同様にしてゴム組成物を調製し、導電性ローラを作製した。
　〈実施例６〉
　ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムの量を７０質量部、ＮＢＲの量を３０質量部（質量比Ｗ

Ｅ／ＷＮ＝７０／３０）とし、かつパーオキサイド系加硫剤の量を２．００質量部とした
こと以外は実施例１と同様にしてゴム組成物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６２】
　〈比較例１〉
　ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムに代えて、分子中に塩素を含むエチレンオキサイド－エ
ピクロルヒドリン－アリルグリシジルエーテル（ＥＯ－ＥＰ－ＡＧＥ）共重合ゴム〔ダイ
ソー(株)製のエピクロマー（登録商標）ＣＧ１０２〕５０質量部を配合するとともに、パ
ーオキサイド系加硫剤の量を２．００質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム
組成物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６３】
　〈比較例２〉
　ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムに代えて前記ＥＯ－ＥＰ－ＡＧＥ共重合ゴム５０質量部
を配合し、かつＮＢＲに代えて分子中に塩素を含むクロロプレンゴム〔ＣＲ、昭和電工(
株)製のショウプレン（登録商標）ＷＲＴ〕５０質量部を配合するとともに、パーオキサ
イド系加硫剤の量を２．００質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成物を
調製し、導電性ローラを作製した。
【００６４】
　〈比較例３〉
　ＮＢＲに代えて前記クロロプレンゴム５０質量部を配合するとともに、パーオキサイド
系加硫剤の量を２．００質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成物を調製
し、導電性ローラを作製した。
　〈比較例４、５〉
　ゴム分の総量１００質量部あたりのパーオキサイド系加硫剤の量を１．４０質量部（比
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較例４）、２．６０質量部（比較例５）としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成
物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６５】
　〈比較例６〉
　ゴム分の総量１００質量部あたりの硫黄の量を０．４０質量部、パーオキサイド系加硫
剤の量を２．００質量部とし、かつチアゾール系加硫促進剤の量を０．４０質量部、チウ
ラム系加硫促進剤の量を０．１３質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成
物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６６】
　〈比較例７〉
　ゴム分の総量１００質量部あたりの硫黄の量を１．１０質量部、パーオキサイド系加硫
剤の量を２．００質量部とし、かつチアゾール系加硫促進剤の量を１．１０質量部、チウ
ラム系加硫促進剤の量を０．３６質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成
物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６７】
　〈比較例８〉
　パーオキサイド系加硫剤を配合しなかったこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成物
を調製し、導電性ローラを作製した。
　〈比較例９〉
　硫黄、チアゾール系加硫促進剤、およびチウラム系加硫促進剤を配合せず、かつパーオ
キサイド系加硫剤の量を２．００質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴム組成
物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６８】
　〈比較例１０〉
　ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムの量を２５質量部、ＮＢＲの量を７５質量部とし、かつ
パーオキサイド系加硫剤の量を２．００質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴ
ム組成物を調製し、導電性ローラを作製した。
　〈比較例１１〉
　ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴムの量を７５質量部、ＮＢＲの量を２５質量部とし、かつ
パーオキサイド系加硫剤の量を２．００質量部としたこと以外は実施例１と同様にしてゴ
ム組成物を調製し、導電性ローラを作製した。
【００６９】
　〈電気抵抗値測定〉
　実施例、比較例で作製した導電性ローラの電気抵抗値Ｒを、先に説明した測定方法で測
定した。
　電気抵抗値は、前記のように１０７Ω以下であるとき良好、１０７Ωを超えるとき不良
と評価した。なお表では電気抵抗値をｌｏｇＲで示している。
【００７０】
　〈デュロメータ　タイプＡ硬さ測定〉
　実施例、比較例で作製した導電性ローラのローラ本体のデュロメータ　タイプＡ硬さを
、ＪＩＳ　Ｋ６２５３：２００６「加硫ゴム及び熱可塑性ゴム－硬さの求め方」において
規定された規格に準拠したゴム硬度計〔高分子計器(株)製のアスカーゴム硬度計Ａ型〕を
用いて測定した。
【００７１】
　デュロメータタイプＡ硬さは、前記のようにＡ６０／Ｓ以下であるとき良好、Ａ６０／
Ｓを越えるとき不良と評価した。
　〈圧縮永久歪み測定〉
　実施例、比較例で調製したゴム組成物を、導電性ローラを作製した時と同じ１６０℃×
１時間加硫させて、ＪＩＳ　Ｋ６２６２：２００６「加硫ゴム及び熱可塑性ゴム－常温，
高温及び低温における圧縮永久歪みの求め方」に規定された小型試験片を形成した。
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　そして前記小型試験片を用いて、前記規格に規定された測定方法によって圧縮永久歪み
を測定した。圧縮条件は温度７０±１℃、測定時間２２時間、圧縮率２５％とした。
　圧縮永久歪みは、前記のように８％以下であるとき良好、８％を超えるとき不良と評価
した。
　〈感光体汚染性試験〉
　プラス帯電性の非磁性１成分トナーを用いる市販のレーザープリンタ用のカートリッジ
の現像ローラを、実施例、比較例で作製した導電性ローラと交換し、前記カートリッジを
温度５０±１℃、相対湿度９０±１％の高温高湿環境下で２週間静置したのち、温度２３
±１℃、相対湿度５５±１％の常温常湿環境下で一日静置した。そして前記レーザープリ
ンタに装着して連続して画像形成し、形成画像を観察して、下記の基準で感光体の汚染の
有無を評価した。
【００７３】
　×：１枚目の形成画像に、静置時に導電性ローラが当接していた箇所での感光体の汚染
による筋状の画質の低下が観察された。
　○：１枚目の形成画像に、前記感光体の汚染による画質の低下は観察されなかった。
　以上の結果を表１～３に示す。
【００７４】
【表１】

【００７５】
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【表２】

【００７６】
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【表３】

【００７７】
　表１～３の実施例１～６、比較例１～３の結果より、ゴム組成物を構成する各成分とし
て、ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴム、ＮＢＲ、硫黄、およびパーオキサイド系加硫剤を組
み合わせるとともに、いずれも塩素等のハロゲンを含まない成分を選択して用いて非ハロ
ゲン系導電性ローラを構成することで、感光体の汚染による画質の低下を防止できること
が判った。
【００７８】
　また実施例１～６、比較例４～１１の結果より、前記非ハロゲン系導電性ローラの構成
において、ＥＯ－ＰＯ－ＡＧＥ共重合ゴム、ＮＢＲ、硫黄、およびパーオキサイド系加硫
剤を併用するとともに前記両ゴムの質量比ＷＥ／ＷＮ、および２種の加硫剤の含有割合を
先に説明した範囲内とすることによって、前記非ハロゲン系導電性ローラに良好なイオン
導電性を付与しながら、低硬度化して柔軟性を付与した状態での圧縮永久歪みを小さくし
て、セットとそれに伴う画像ムラの発生を防止できることが判った。
【符号の説明】
【００７９】
１     非ハロゲン系導電性ローラ
２     ローラ本体
３     通孔
４     シャフト
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